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最近の判例から ⑻−賃料債権差押−

賃料債権差押えの効力発生後に賃貸借契約が終了した
場合、差押債権者は、その後に支払期の到来する賃料
債権を取り立てることができないとされた事例

（最高裁　平２４・９・４　金商1400-16）　金子 寛司

賃料債権の差押債権者が、第三債務者であ
る賃借人に対し、差押債務者である賃貸人と
の間の賃貸借契約に基づく賃料債権につき、
その支払いを求めた事案において、賃貸人が
賃借人に賃貸借契約の目的である建物を譲渡
したことにより賃貸借契約が終了した以上
は、その終了が賃料債権の差押えの効力発生
後であっても、特段の事情がない限り、差押
債権者は、当該譲渡後に支払期の到来する賃
料債権を取り立てることはできないとされた
事例 （最高裁　平成24年９月４日判決　一部
破棄差戻し・一部上告棄却　金融・商事判例
1400号16頁）

１　事案の概要

医薬品の卸売業等を目的とする株式会社Ａ
は、平成16年10月20日、Ａ及びその代表取締
役Ｂが全株式を保有し、同人が当時代表取締
役を務めていた、介護保険法に基づく居宅
サービス事業等を目的とする株式会社Ｙとの
間で、Ａが所有する建物（以下「本件建物」
という。）を、期間を同年11月から平成36年
３月まで、賃料を当分の間月額200万円と定
めて賃貸する旨の契約（以下「本件賃貸借契
約」という。）を締結し、Ｙに引き渡した。

ＡとＹは、平成20年５月23日、本件賃貸借
契約に基づく同年６月分以降の賃料を月額
140万円とする旨合意し、同月初め頃、当月
分の賃料を毎月７日に支払う旨合意した。

リース、信用保証等を業とする株式会社Ｘ
は、Ａに対し、3,583万4,564円及びこれに対
する遅延損害金の支払いを命ずる執行力ある
判決正本を債務名義として、本件賃貸借契約
に基づく賃料債権（ただし、平成19年４月１
日以降支払期の到来するものから3,716万
0642円に満つるまで）の差押えを申し立て、
これを認容する債権差押命令が、Ｙに対して
は平成20年10月10日、Ａに対しては、同月17
日に、それぞれ送達された。

Ｙは、Ａとの間で､ 平成21年12月25日まで
に、本件建物を含む複数のＡ所有の不動産を
買い受ける旨の契約（以下「本件売買契約」
という。）を締結し、その所有権移転登記を
受け、売買代金３億7,250万円をＡに支払った。

本件は、Ｘが、Ａに対する金銭債権を表示
した債務名義による強制執行として、ＡのＹ
に対する債権を差し押さえたと主張し、Ｙに
対し、平成20年８月分から平成22年９月分ま
での月額140万円の賃料及び同年10月分の賃
料のうち76万0642円の合計3,716万0642円の
支払い（平成20年７月までの賃料については、
１審において弁済及び相殺による消滅が認め
られ、控訴審においてＸはその請求を取り下
げている。）を求める取り立て訴訟である。

Ｙは、本件売買契約に基づく売買代金を支
払った平成21年12月25日、本件賃貸借契約に
基づく賃料債権は混同により消滅したなどと
主張したが、原審（大阪高裁）は、本件売買
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契約の締結後である、平成22年１月分以降の
賃料債権が混同によって消滅することはない
などとして、Ｘの上記請求を全部認容し、Ｙ
はこれを不服として上告受理の申立をした。

なお、本件では、Ｂを売主とし、その娘婿
を買主とする、Ｂが所有する本件建物以外の
土地建物の売買契約等について、Ｘが、通謀
虚偽表示による無効等を主張し、所有権移転
登記の抹消等を求めたが、１審、控訴審とも
これを棄却し、Ｘは上告・上告受理の申立て
を行わず、同事件は上告審の審理の対象に
なっていない。

２　判決の要旨

最高裁判所は、以下のように判示し、本件
を一部原審に差し戻した。

原審の判断のうち、ＸがＹから本件賃貸借
契約に基づく平成22年１月分以降の賃料債権
を取り立てることができるとした部分は、是
認することができない。その理由は、次のと
おりである。

賃料債権の差押えを受けた債務者は、当該
賃料債権の処分を禁止されるが、その発生の
基礎となる賃貸借契約が終了したときは、差
押えの対象となる賃料債権は以後発生しない
こととなる。したがって、賃貸人が賃借人に
賃貸借契約の目的である建物を譲渡したこと
により賃貸借契約が終了した以上は、その終
了が賃料債権の差押えの効力発生後であって
も、賃貸人と賃借人との人的関係、当該建物
を譲渡するに至った経緯及び態様その他の諸
般の事情に照らして、賃借人において賃料債
権が発生しないことを主張することが信義則
上許されないなどの特段の事情がない限り、
差押債権者は、第三債務者である賃借人から、
当該譲渡後に支払期の到来する賃料債権を取
り立てることができないというべきである。

そうすると、本件においては、平成21年12

月25日までにＡがＹに本件建物を譲渡したこ
とにより本件賃貸借契約が終了しているので
あるから、上記特段の事情について審理判断
することなく、ＸがＹから本件賃貸借契約に
基づく平成22年１月分以降の賃料債権を取り
立てることができるとした原審の判断には、
判決に影響を及ぼすことが明らかな法令の違
反がある。論旨は、以上の趣旨をいうものと
して理由があり、原判決のうち、Ｙに対し平
成20年８月分から平成21年12月分までの賃料
合計2,380万円を超えて金員の支払を命じた
部分は破棄を免れない。そして、上記特段の
事情の有無につき更に審理を尽くさせるた
め、上記の部分につき、本件を原審に差し戻
すこととする。

３　まとめ

建物の賃料債権の差押えの効力が発生した
後に、建物が譲渡され、賃貸人の地位が第三
者に移転したとしても、当該譲受人は、建物
の賃料債権を取得したことを差押債権者に対
抗することはできない（最高裁平成10年３月
24日判決（RETIO41号51頁））とされている
が、本件は、譲受人が第三者ではなく、賃借
人である事案である。

最高裁は、賃借人に信義則上許されないな
どの特段の事情がない限り、差押債権者は、
第三債務者である賃借人から、当該譲渡後に
支払期の到来する賃料債権を取り立てること
ができないと判示した。

本件の人的関係、建物を譲渡するに至った
経緯等は複雑であり、上記特段の事情が認め
られる場合であるか否かについて、差戻し後
の控訴審も注視したいところである。

（調査研究部　次長）




